
し
ま
し
た
。

ま
た
水
口
の
内
貴
橋
詰
に
あ
る
市
営

梅
の
木
住
宅
住
民
か
ら
「
堤
防
が
な
い

の
で
大
雨
の
時
は
増
水
す
る
か
も
し
れ

な
い
と
い
う
不
安
」
と
い
う
声
を
紹
介

し
な
が
ら
、「
増
水
対
策
と
一
時
避
難
所

が
市
営
住
宅
の
集
会
所
で
は
問
題
が
あ

る
の
で
は
な
い
か
」
と
指
摘
し
ま
し
た
。

災
害
時
の
要
援
護
者
名
簿
に
つ
い
て

は
、
対
象
の
４
割
程
度
し
か
合
意
が
得

ら
れ
ず
名
簿
が
共
有
さ
れ
て
い
な
い
こ

と
も
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。
災
害
時

の
対
応
と
し
て
市
内
公
共
施
設
へ
の
公

衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
設
置
状
況
と
実
際
の
１

万
件
近
い
ア
ク
セ
ス
数
が
あ
る
こ
と
も

明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

■甲南北保育園解体にかかる設計業

務委託料…２９０万円 

 新年度に解体して更地にする。 

■雲井くもっこ児童クラブ施設整備

工事費…６５０万円 

 入所希望の増加により雲井小学校

の余裕教室を活用して整備。 

所を早期に修繕補修するため。 

■（仮称）甲賀北地区工業団地整備事

業を延伸するため減額…２億４９２

万４千円。 

 地元の協議に時間を要し年度内執

行ができないため。１月に組合設立の

方向、進出企業は３社を予定。 

 

■土山とＪＲ南草津駅を結ぶコミバ

スの国庫補助減額…１８３万１千円 

 バス一日の平均利用者が国庫補助

採択の要件（一日１５人以上）を満た

さなかったため、減額。 

■市道の維持補修費…１０００万円 

 市道の舗装や側溝における危険個

 
国
や
県
の
補
助
事
業
採
択
や
児
童
ク
ラ
ブ
・
水
口
体
育

館
・
仮
称
西
部
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
建
設
事
業
な
ど
を

盛
り
込
ん
だ
一
般
会
計
補
正
予
算
に
つ
い
て
１８
日
、
予
算

決
算
常
任
委
員
会
で
審
査
し
ま
し
た
。

災
害
に
強
い
街
づ
く
り
の
問
題
で

は
、
今
年
は
記
録
的
な
猛
暑
、
相
次
ぐ

台
風
の
襲
来
、
列
島
各
地
で
発
生
す
る

地
震
が
相
次
ぎ
ま
し
た
。

山
岡
議
員
は
、
特
に
風
水
害
の
激
甚

化
の
背
景
に
地
球
規
模
の
気
象
変
動
が

あ
る
と
し
て
、「
従
来
の
延
長
線
上
で
は

な
い
抜
本
的
な
防
災
・
減
災
対
策
が
必

要
」
と
求
め
ま
し
た
。
こ
の
な
か
で
２

０
１
７
年
に
作
成
し
た
防
災
マ
ッ
プ
に

つ
い
て
は
「
来
年
度
見
直
す
」
と
回
答

し
ま
し
た
。
ま
た
そ
の
際
「
河
川
氾
濫

に
よ
る
洪
水
想
定
だ
け
で
な
く
記
録
的

短
時
間
大
雨
な
ど
に
よ
る
内
水
面
の
影

響
も
マ
ッ
プ
に
示
す
」
と
山
岡
議
員
の

提
案
を
受
け
入
れ
て
改
善
す
る
と
約
束

 日本共産党甲賀市議員団は１１月２１日、新しい正副議長に

対し「議会の民主的運営に関する申入れ」を行いました。

申し入れは、①議会役員の構成については「議長は第一会

派・副議長は第二会派・監査委員は第三会派」とすることや、

「常任委員会等の正副委員長は会派の議席数に応じてドント

方式で配置」すること、「広域行政組合議員についても配慮」

すること。②議会運営については「議長は少数会派の意見もふ

まえて議会の総意が図れるよう努めること」。③開かれた議会

運営については、本会議だけでなく委員会についても「ネット

中継をする」こと、市役所一階フロアーに議会の議事日程など

を掲示すること。④議員の資質向上・議会活性化については「国

政調査活動と同様に質問主意書制度を導入すること」や「議会

の政策形成機能の向上のため事務局の充実・強化」を求めまし

た。

 新名神甲南ＰＡからインターチェンジへの流出路を申

請してほしい…かねてよりの願いです。議会でも何度も

取り上げられてきましたが、一向にすすまないため、山

岡光広議員が一般質問で再度「早急に具体化」と求めま

した。

 これに対して建設部長は、「平成２３年度から概略設計

や構造及び安全対策の検討業務を実施し、西日本高速道

路、県警と協議を重ねた結果、上下線とも流出経路につ

いては、一定の理解を得ることができた。事業主体とな

る県や連結変更許可申請先の国交省とも協議してきた

が、費用対効果の見込みが見いだせないことから事業実

施が非常に困難な状況になっている」と報告。今後は「甲

南インターチェンジ周辺の観光振興の活性化対策等を考

慮しながら引き続き協議していく」と回答しました。


